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令和３年３月３１日

                       長 寿 社 会 課

長崎県老人福祉計画・長崎県介護保険事業支援計画

（令和３年度～令和５年度）の概要

１．計画策定の趣旨
本県は全国に比べ早く高齢化が進んでおり、2025 年（令和 7 年）には 65 歳以上の高齢者人

口が約 44万人、高齢化率では 35.2%（全国 30.0%）に、2040 年（令和 22 年）には 42 万人と若
干減少するものの、高齢化率では 39.6%（全国 35.4%）に達すると推測されています。
特に、離島地域の高齢化の進行は顕著であり、全ての離島圏域で高齢化率は 30%を超え、2025

年（令和 7年）には 43.4%に、2040 年 (令和 22年)には 51.4%になると見込まれています。
一方で、本県の生産年齢人口については、2015 年（平成 27 年）の約 79 万人から 2025 年（令

和 7年）には約 67万人に 2040 年 (令和 22 年)には 52 万人と大きく減少することが推測されて
います。
また、2020 年（令和 2年）に新型コロナウイルス感染症の感染者が我が国で初めて確認され

た後、感染が急速に拡大し、重症化のリスクが高い高齢者に大きな健康不安をもたらし、高齢
者を取り巻く環境に大きな影響を与えていることから、これまでの施策についても、オンライ
ンや Web 利用による感染予防に配慮した見直し等が必要となっています。
加えて、ＡＩ、ＩoＴ、ロボットなどの第 4次産業革命と呼ばれる新たな技術革新が、これま

でにないスピードで進んでおり、私たちの生活や社会の在り方も大きく変化してきています。
さらに、世界的に取り組む持続可能な開発目標であるＳＤＧｓの理念を踏まえた上で、介護

保険制度の持続可能性を維持しながら、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、その有する能
力に応じ、自立した日常生活を営むことを可能としていくためには、限りある社会資源を効率
的かつ効果的に活用する必要もあります。
このような中、高齢者の地域での生活を支え、且つ、地域共生社会の実現に向けた中核的な

基盤となり得る「地域包括ケアシステム」を深化させていくため、平成 29年度に策定した「長
崎県老人福祉計画」及び「長崎県介護保険事業支援計画」（平成 30 年度～令和 2 年度）の取組
状況を評価・分析し、今後取り組むべき施策の方向性を明らかにするため、令和 3 年度から令
和 5年度を計画期間とする新しい「長崎県老人福祉計画」及び「長崎県介護保険事業支援計画」
を策定しました。

２．計画期間

令和３年度～令和５年度

３．計画の基本理念及び政策目標

（基本理念）

地域のみんなが支えあい、高齢者がいきいきと輝く長崎県づくり

団塊の世代が 75 歳以上となる 2025 年（令和 7 年）や団塊ジュニア世代が 65 歳以上となる
2040 年（令和 22 年）を見据えて、地域のみんなが、「支える側」、「支えられる側」という従来
の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、支えあ
いながら、高齢者が自らの知識・技能を活かして活躍できる共生社会の構築を目指します。
また、高齢者の自立した生活と尊厳の維持のため、医療、介護、住まい、生活支援、介護予

防の 5 つの要素を一体的に提供する「地域包括ケアシステム」は、基盤としての整備は進んで
きていますが、医療と介護の連携、多様な担い手による生活支援、支える人材の確保や地域住
民の参画などの課題を抱えており、各地域の実情を踏まえながら、さらにシステムの充実を図
っていく必要があります。
「地域のみんなが支えあい、高齢者がいきいきと輝く長崎県づくり」という基本理念のもと、
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高齢者が、住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができると実感
できるよう、「『地域包括ケアシステム』の深化」を目指します。

（政策目標）

『地域包括ケアシステム』の深化

４．施策の体系

政策目標：地域包括ケアシステムの深化

元気高齢者 周りの支えが必要な
高齢者

要支援・要介護・要治
療期の高齢者

①社会参加の促進

５．地域包括ケアシステムを深化・推進するための体制の整備
地域包括ケアシステムの

推進体制の整備

４．住まいをはじめとした居住環境の整備
（１）安全・安心な社会生活環境の整備
（２）安心して暮らすための支援の充実

６．介護人材の育成・確保（介護人材育成・確保プログラム）

３．持続可能な
介護・医療
サービスの提供

（１）介護サービス基
盤の充実・支援

（２）在宅医療の充実
と医療・介護連
携の推進

（３）認知症高齢者等
に対する支援体
制の整備

（４）介護給付等に要
する費用の適正化

２．介護予防・生活
支援

（１）自立支援・介護予
防の推進

（２）高齢者等への見
守り

（３）生活支援体制の
整備

１．生きがい・
健康づくり

（１）高齢者の就業
機会の拡充

（２）社会活動への
参加促進

（３）健康づくりの
推進

政
策

ス
テ
ー
ジ

⑤介護人材の育成・確保

核
と
な
る
取
組

②介護予防・健康づくりの推進（健康寿命の延伸）

基本理念：地域のみんなが支えあい、高齢者がいきいきと輝く長崎県づくり

③認知症施策の推進

④地域包括ケアシステムの
構築・充実
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５．計画の核となる取組
第８期計画では、第６期計画で整理した高齢者の状況に応じた３つのステージ（元気高齢者、

周りの支えが必要な高齢者、要支援･要介護･要治療期の高齢者）ごとの県の取組の考えを継承
しつつ、地域包括ケアシステムの５つの要素に応じた政策体系のもと、政策目標の実現に向け
て取組を進めます。
中でも、喫緊の課題に対応するため、第８期計画の核となる「社会参加の促進」をはじめと

した５つのプロジェクトにより、計画を強力に推進します。

①社会参加の促進

【目指す姿】

〇高齢者がその人らしくいきいきと活躍できる社会づくりを進めることで、高齢者の介護予防
や健康寿命の延伸につなげ、地域の活力を維持できる。

〇高齢者等の日常生活における困り事などを有償ボランティア等が行う地域の助け合い活動
により解決し、地域住民で支えあっている。

（本計画における目標）

【取組内容】

〇（公財）長崎県すこやか長寿財団などの関係団体とともに組織している協議会（長崎県生涯
現役促進地域連携協議会）を中心に、高齢者の社会参加促進の取組を推進します。

〇就業やボランティアなどの社会参加に関心のある高齢者が、気軽に相談できる窓口として設
置した「ながさき生涯現役応援センター」において、個別相談や関係機関の紹介など相談者
の希望に沿った支援を行います。

〇2020 年に新たな制度として設けられた就労的活動支援コーディネーターの配置などを通じ
て、市町へ相談窓口の設置を働きかけるとともに、市町と連携した高齢者向けセミナーの開
催や、市町での出張相談など、より密接に市町と連携した取組を実施します。

〇現役引退後の就業・社会参加に向けた事前学習として、経済団体や労働組合の協力を得て、
退職を控えた方々を対象にしたセミナー等を開催することにより、高齢者の経験やライフス
タイルなどにあった活躍の促進を図ります。

〇生活支援コーディネーターが、地域の課題を把握し、必要な施策の実現や、地域での活動を
円滑に実施できるよう、研修会実施や他地域の好事例の紹介等により市町を支援します。

〇日常生活の支援を行う有償ボランティア等の助け合い活動について、県内に好事例を広め、
単身高齢者に対するゴミ出しや買い物支援、交通弱者に対する移送サービスの確保など、各
地域の実情に応じた生活支援サービスが展開されるよう、支援を行います。

〇フォーラムの開催、関係団体や市町と連携したリーフレットの配布及びメディアの活用など
により、就業・社会参加に関する効果的な啓発や情報発信を行います。

社会参加などについて幅広く相談できるワンストップ窓口

を通じて社会参加につなげた件数

       令和 5年度までに 560 件
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長崎県すこやか長寿財団

高 齢 者

ハローワーク

シルバー
人材センター

人材活躍
センター など

市町
包括センター

地域の
相談窓口

ボランティア
センター

社会福祉協議会

など

県（全体調整、退職者団体との調整、退職者団体と市町の連携の場の設定）

ながさき生涯現役応援センター
（県生涯現役促進地域連携協議会）

【社会参加に関心のある高齢者が
気軽に相談できる窓口】就業

支援
社会参加支援

（生活支援等ボランティア、通いの場）

就業・就労（活躍の場） ボランティア等の社会参加（活躍の場）

高齢者の就業･社会参加に向けた取組イメージ

高齢者団体
（老人クラブ・退職者団体）

相談相談
相談

マ
ッ
チ
ン
グ

橋渡し

マ
ッ
チ
ン
グ

橋
渡
し

橋渡し

サポート

サポート

運
営
委
託

連携

橋渡し

相談

②介護予防・健康づくりの推進（健康寿命の延伸）

【目指す姿】

〇高齢者が要介護状態になることを予防するとともに、要介護状態となっても可能な限り住み
慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最終段階まで続けることができる。

（本計画における目標）

【取組内容】

〇地域において、人と人とがつながり、遊びや学びの場となり、生きがいや楽しみをもって通
うことができる住民主体の通いの場の創設・充実を図るための取組を支援します。

〇通いの場等の一般介護予防事業を利用する高齢者について、早期に虚弱な状態（フレイル）
を発見し、虚弱になった高齢者を通所サービスＣ（短期集中予防サービス）等のサービスに
つなぎ、可能な限り健康な状態を維持し続け、通いの場へ通い続けることができるよう、市
町における介護予防・重度化防止につながる総合事業の組立を支援します。

〇地域における介護予防の取組を強化するために、日常生活圏域において地域包括支援センタ
ーと医療機関等が連携・協働し、市町の地域支援事業におけるリハビリテーション専門職等
の関与を促進できるよう、地域に密着した地域リハビリテーション支援体制の充実を目指し
た取組を実施します。

〇市町が、高齢者の介護予防・自立支援に資するケアマネジメント支援等の充実を目指した地
域ケア会議を行えるよう、多職種が協働して個別事例の検討等を行い、地域課題を把握し、
政策形成等に繋がる会議運営に向けた支援を行います。

〇県民の生活習慣改善のため、健康診査受診、運動（歩行）及び野菜摂取増加を目指した取組
である「ながさき３MYチャレンジ」のより一層の普及に努めます。

〇県民運動の展開により県民がコロナ禍における「新しい生活様式」に対応した健康づくりに

第１号被保険者要介護認定率  令和 5年度末 18.3％
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取り組みやすい環境づくりを推進します。
〇生活習慣病予防・重症化予防のための特定健康診査受診率及び特定保健指導実施率向上並び
に糖尿病性腎臓病重症化予防事業の取組を推進します。

〇概ね 50 歳代後半の現役世代から、社会参加や趣味活動、健康づくりの活動についてイメー
ジをもって行動に移すことができるよう、生涯現役に向けた取組の支援や情報提供を実施し
ます。

〇フレイル対策も踏まえた保健事業と介護予防の一体化事業について市町の取組を支援しま
す。

〇高齢者がフレイル状態になることを予防するため、低栄養への取組と合わせて、心身の機能
低下につながる口腔機能の虚弱状態を早期に把握し、回復させ、予防する取組（オーラルフ
レイル対策）を推進します。

〇近年の災害発生状況や、新型コロナウイルス感染症の流行を踏まえ、自宅や避難所における
要支援高齢者への生活不活発とそれに伴う疾患の予防と対策に向け、関係機関との協力・連
携した取組を推進します。
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出典：厚生労働省
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③認知症施策の推進

【目指す姿】

〇認知症の人が尊厳と希望をもって認知症とともに生きる、また、認知症があってもなくても
住み慣れた地域で自分らしく暮らし続けることができる。

〇認知症の発症を遅らせ、生活に困難が生じた場合でも、重症化を予防することができる。

  

（本計画における目標）

【取組内容】

1. 普及啓発
  〇認知症の人を支える取組として、認知症サポーターの養成やチームオレンジの整備を進め

ます。加えて、認知症の人の意思を尊重するため、各種研修において、意思決定支援に関
するプログラムを導入します。また、認知症相談員や若年性認知症支援コーディネーター
が総合的な相談に対応します。

〇「地域版認知症希望大使」の設置等により、地域で暮らす認知症の人と普及啓発に取り組
むとともに、本人と思いを共有できるピアサポーターによる心理面・生活面での支援に取
り組みます。

〇世界アルツハイマーデー（毎年 9 月 21 日）及び世界アルツハイマー月間（毎年 9 月）の
機会を捉えた認知症に関する普及・啓発イベント等の開催などにより啓発活動を強化しま
す。

2. 予防
〇高齢者が早い時期から各々のライフスタイルに応じた社会参加を行い、人との交流、仲間

づくり等、生きがいにつながるよう住民主体の居場所や出番づくりができる環境づくりを
行います。

〇高齢者の健康維持とともに、フレイル状態を早期に発見し、フレイル予防や心身の状況に
応じて切れ目ない支援ができるよう高齢者の多様なニーズに応じた総合事業の充実を図
ります。

3. 医療体制
〇認知症サポート医の養成やフォローアップを行うとともに、かかりつけ医や歯科医師、薬
剤師、看護師、認知症初期集中支援チームの認知症対応力の強化・充実を図ります。

〇認知症疾患医療センターが設置する認知症疾患医療連携協議会など通じて、各二次医療圏
域内での機関間連携を進め、認知症の早期発見・早期対応を図ります。

4. 介護体制
〇認知症介護を担う人材を質・量ともに確保していくため、研修機会の確保と内容の充実を

図ります。
5. 地域支援体制
〇認知症ケアパスの推進や認知症カフェの普及など、地域支援体制の構築を行うとともに、
「認知症バリアフリー」や社会参加支援の取組を推進するため、認知症地域支援推進員等
に対する研修等により市町を支援します。

〇各市町の見守り体制の強化を支援するとともに、ICT・IoT 機器を活用した見守りシステ
ム・サービスの普及や複数の市町が連携した広域的な見守りネットワークの構築に向けた
取組を進めていきます。

〇認知症の人の生活支援体制整備として、チームオレンジの整備を進めるため、県にオレン
ジ・チューターを設置し、オレンジ・コーディネーターに対する研修等により市町を支援
します。

〇若年性認知症の人への支援として、当事者同士によるピアサポートにより、診断直後の認
知症本人への早期の支援に取り組むとともに、関係機関と連携したネットワークを構築し
ます。

認知症サポーター及びキャラバン・メイト人数（累計）

令和 5年度までに 204 千人
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6. 権利擁護
〇高齢者虐待防止に向けた対策の検討等を行うとともに、県民向けセミナー開催等による介

護知識の周知などの啓発、介護施設等の管理者・職員への研修による権利擁護の推進、虐
待対応にかかわる市町や地域包括支援センター職員への研修等による相談窓口の強化、地
域における虐待防止ネットワークの構築支援等を行います。

〇日常生活自立支援事業を通して、判断能力が不十分な方々が住み慣れた地域で暮らし続け
るための支援を行うとともに、成年後見制度に係る中核機関や協議会等の設置、市町計画
の策定支援を行い、市町の体制整備を支援します。

④地域包括ケアシステムの構築・充実

【目指す姿】

〇高齢者等が、地域の人たちと支えあい、生きがいをもちながら、人生の最期まで安心して暮
らし続けられると実感できる。

（本計画における目標）

【取組内容】

〇県で策定した「長崎県版地域包括ケアシステム構築評価基準」を活用して、各市町における
構築状況を継続的に把握しながら、市町の課題解決に向けた具体的な取組を支援していくこ
とにより、地域包括ケアシステムの構築と充実を図ります。

〇構築に至っていない圏域がある市町に対して課題分析支援や個別課題解決のための重点的
な支援を実施することにより早期の構築を図ります。

〇市町に対し、地域包括ケアシステムの構築状況を公表するなど、地域住民に周知し、住民の

地域包括ケアシステムの構築割合  令和 5年度までに 100％



- 9 -

意見を取り入れた取組を行うよう促していきます。
〇客観的な評価結果に基づき市町が策定する「地域包括ケアロードマップ」の進捗を図るため、
市町が実施する先進的な取組や、他地域での課題解決のモデルになる取組等の事例紹介など
により支援していきます。

〇多様で複合的な地域生活課題の解決のため、市町において地域ケア会議での多職種連携や、
地域包括支援センターの体制・機能強化にかかる取組を支援していきます。

⑤介護人材の育成・確保（介護人材育成・確保プログラム）

【目指す姿】

〇団塊の世代が全て 75歳以上の後期高齢者となる 2025 年に、地域包括ケアシステムを支える
介護人材が育成・確保されている。

〇これからの長崎県を支える若い世代が、使命感を持って介護職員を目指し、誇りを感じなが
ら働き続けることができるとともに、全ての世代が、それぞれの生活スタイルに応じて高齢
者等を支えている。

（本計画における目標）

【取組内容】

1. 介護分野への参入促進
（Ａ：成長過程の各段階に応じた切れ目ない教育等による介護に誇りを持つ土壌の醸成）

〇高齢者や介護についての正しい知識・理解の普及促進に向けて、小中高生（教員含む）を
対象に、年代に応じた基礎講座を実施します。

〇介護の現場や介護職員の役割の理解を深めてもらうため、職場体験事業を実施します。
〇実際に介護の現場で働いている職員を「介護のしごと魅力伝道師」として養成し、特に進
路や就職を考える中高生を対象に、介護のやりがいや魅力を伝える講座を実施します。

（Ｂ：業務ごとに必要な人材を想定し、求めるターゲットごとのきめ細やかな確保対策）
〇多様な働き方、柔軟な勤務形態による効率的・効果的な事業運営を進め、都心部から地方

移住を検討している方（ＵＩターン者）への働きかけを検討します。
〇介護職員の役割分担を明確化し、介護の周辺業務（掃除や洗濯など）を切り出し、「介護

介護職員数  令和 5年度末 30,675 人
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助手」として元気高齢者などにその業務を担っていただく仕組みを構築します。
〇未経験者でも安心して介護の現場に参入できるよう、介護の基礎的な研修である「入門的

研修」を実施します。
〇一般求職者、新規学卒者の介護事業所への就労を促進するため、合同面談会を開催すると

ともに、地域の人材を掘り起こすため、地域密着型の小規模面談会を開催します。
〇介護福祉士養成施設入学者の確保に向けた介護福祉士を目指す学生（留学生含む）への修

学費用の貸付を行います。
〇介護福祉士を目指す留学生の確保に向け、介護事業所に奨学金制度の創設を促すための
補助を実施します。

〇本県との友好交流関係を活かしたベトナム国の大学等からの優秀な人材を、優先的に受
け入れる仕組みを構築し、安定的な受入を行います。

〇介護福祉士等有資格離職者に対し、再就職を促進するため、介護福祉士資格等取得者届出
制度や再就職準備金の貸付を活用するなど働きかけを強化します。

〇長崎労働局・ハローワークと連携し、ミスマッチが生じている職種から「介護サービスの
職業」を選択してもらえるよう求職者への働きかけを行います。

2. 労働環境・処遇の改善（意欲を持った介護職員が長く働き続けられる職場環境づくり）
〇介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算の取得に向けて、制度を周知すると

ともに、加算取得のための専門家からの助言や指導を受ける機会を提供するなど支援しま
す。

〇介護職員の労働環境を改善するため、介護ロボットやＩＣＴの導入について、導入好事例
の紹介や、先進事業所の見学会・セミナーを実施するとともに、導入経費の助成を行い、
普及を促進します。

〇入職後 3年未満の離職率低下に向けたメンター制度等の導入を促進します。
〇介護職の職業病である腰痛等の解消による離職率の低下に向けたノーリフトケアを推進
します。

〇労働環境・処遇改善などに積極的に取り組む事業所を認証する制度を創設し、職員の定着
を図るとともに、認証を受けた事業所を、様々な方法により情報発信し、求職者へのＰＲ
を行います。

〇外国人材が安心して長崎県内で就労・定着できるよう日本語研修等の支援を行います。

3. 資質向上（介護業務の内容に応じた専門性をもった人材の育成・確保）
〇介護福祉士の取得に必要な介護福祉士実務者研修の受講を容易にするため、研修受講資金

の貸付を行います。
〇キャリア段位制度において、事業所内で実践的スキルの評価を行うアセッサーを養成する
ための講習受講料の助成を行うとともに、キャリア段位取得のための支援を検討します。

〇経験の浅い新人職員、次代のリーダーを担う中堅職員を対象に、介護職員のレベルアップ
のための研修を実施します。
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６．施設整備

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、認知症高齢者グループホーム等の整備について、地

域の実情や市町の意向を十分に尊重した計画定員

○施設・居住系サービスの整備予定（施設種別）            

R2 年度末利用定員

（A）

第 8 期計画定員

（R5 年度末）（B）

第 8 期整備計画

（B-A）

特別養護老人ﾎｰﾑ ６，４４３    ６，５９３    １５０

介護老人保健施設   ４，８１０    ４，８２６ １６

介護医療院     ３９５      ６１７ ２２２

介護療養型医療施設 （※）     ３００        ０ ▲３００

認知症高齢者ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ   ４，９２８    ５，０８１ １５３

地域密着型特別養護老人ﾎｰﾑ   １，１５７ １，１８６ ２９

計 １８，０３３     １８，３０３ ２７０

        （※）令和５年度末廃止予定

７．介護保険料

  各保険者の保険料は、令和３年度から令和５年度までの介護サービス総費用見込み量及び国の

介護サービス報酬単価により決定

・県内平均保険料基準額（加重平均額）

  一人当たり月額：6,254 円（第７期：6,258 円）[前期比 4円減 0.1％減）]

８．介護人材の見通し
・令和７年に必要となる介護人材（需要）：56,279 人

・介護職員の令和７年の需要と供給の差（需給ギャップ）：2,078 人不足

９．計画策定の体制
・長崎県福祉保健審議会高齢者専門分科会における検証と協議(R2.7～R3.2)

・市町介護保険担当課長会議、離島サービス確保対策検討委員会等による市町との連携

・庁内高齢者対策連絡調整会議における高齢者施策の取りまとめ

・パブリックコメントの実施(R2.12～R3.1)


